
（別記様式－５の１）
・自己資本比率（平成○年○月○日）
	自己資本
	

	総資本
	

	自己資本比率
	


【記入要領】
・決算書と一致すること
・共同企業体の場合には、代表構成員の実績を評価の対象とする。
・沖縄県土木建築部発注の建設コンサルタント業務における各方式の試行要領の手引き参照。




（別記様式－５の２）
・賠償責任保険加入 　　　　　　　　　　　　　        企業名：
	企　業　名
	

	加入者名
	

	保険期間
	

	補償額
	

	保険会社名
	

	保険の名称
	


【記入要領】
・沖縄県土木建築部発注の建設コンサルタント業務における各方式の試行要領の手引き参照。
１　共同企業体の場合には構成員全てが保険に加入していること。１社でも未加入の場合は、評価しない。
２　補償額は、構成員の内から最小補償額を持って評価する。
３　保険書の写しを添付すること。




（別記様式－５の３）
・公正取引委員会の排除勧告状況
	企　業　名
	

	排除勧告の有無
	

	排除勧告年月日
	

	排除勧告内容
	


【記入要領】
・沖縄県土木建築部発注の建設コンサルタント業務における各方式の試行要領の手引き参照。
１　複数回の勧告がある場合は、最新のものを記載する。
２　過去５か年以前は記入の必要はない。
３　共同企業体の場合は、構成毎に記載する。
(1) 共同企業体の構成員のいずれかが実績があれば評価の対象とする。




（別記様式－５の４）
・沖縄県に係る指名停止の状況　　　　　　
	企業名
	

	指名停止の有無
	

	指名停止の年月日
	

	指名停止の期間
	        年　月～　年　月　（　　か月間）

	指名停止の理由
	


【記入要領】
・沖縄県土木建築部発注の建設コンサルタント業務における各方式の試行要領の手引き参照。
１　複数回の指名がある場合は、最新のものを記載する。
２　過去１か年以前は記入の必要はない。
３　共同企業体の場合は、構成毎に記載する。
(1) 共同企業体の構成員のいずれかが実績があれば評価の対象とする。




（別記様式－５の５）
・企業の平成○年度以降の当該地域（○土木事務所・○市町村）における災害協定に基づく活動実績
	協定の相手方（自治体名）
	

	協定締結日
	

	協定期間（期限がある場合）
	

	協定内容の概要
	

	最近の活動実績
	 平成○年○月○日（　）　
　災害の名称（○○台風、H○年○○豪雨）

	上記の実施概要
	


【記入要領】
・沖縄県土木建築部発注の建設コンサルタント業務における各方式の試行要領の手引き参照。
１　協定の相手方は沖縄県土木建築部出先機関及び沖縄県内の地方自治体とする。
２　災害協定等に基づく活動実績
(1) 共同企業体の場合には代表構成員の実績を評価の対象とする。
(2) 地方自治体との協定に基づく活動実績を記入のみをする。その他の法人との協定は無効。
(3) 当該災害協定に基づく活動をボランティア活動として記載した場合は、記載できません。
３　業務実績は代表的なものを入札説明書等の評価に基づき記載する。
４　複数の記載がある場合は、表を複写して作成する。
５　協定書等を添付する。




（別記様式－５の６）
・ボランティア活動の地域貢献の実績
	ボランティア活動の名称
	

	実施年度
	

	実施期間
	

	会社からの参加人数
	

	実施場所
	

	活動内容
	


【記入要領】
・沖縄県土木建築部発注の建設コンサルタント業務における各方式の試行要領の手引き参照。
１　ボランティア活動の実績
(1) ボランティア活動の実績を評価は、共同企業体の場合には代表構成員の実績を評価の対象とする。
(2) 沖縄県内でのﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ実績を対象とする。なお、参加が確認できないものについては、実績と認めない。
(3) 過去１年間における県内の社会資本（道路、河川、護岸、公園及び自然海岸、その他）を対象に、除草・清掃、調査、その他の社会資本の維持管理に関するボランティア活動で、公益性が認められるものを評価対象とする。
(4) 評価の対象例について以下に示す。
・クリーンアップキャンペーン
・災害ボランティア（災害協定に基づく活動実績を記載した場合は、記載できません。）
・ボランティアサポートプログラム
(5) ボランティアグループ等に対する寄付については実績に含めない。
(6) 過去１年間とは当該年度を含まない直近の１年度間とする。
２　記入は１件でもよい。複数の場合は複写して記入すること。
３　ボランティア参加が確認できる資料（新聞記事、写真等）を添付すること。
４　上記による参加が確認できないものについては実績と認めない。
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